
すべての子育て家庭に対する支援の仕組みについて   



学前児童が育 就つ場所  

○就学前児童が日中育てられている場所を年齢別に見ると、以下のとおり。  

■事業所内保育施設  

■保育ママ  

口幼稚園  

田家庭等  

召ベビーホテル  

田認可外保育施設  

（その他）   

□保育所  

0歳児  1歳児  2歳児  3歳児  4歳以上児  
出典）就学前児童数：平成19年人口推計年報【総務省統計局（平成19年10月1日現在）】  
幼稚園就園児童数：学校基本調査（速報）【文部科学省（平成20年5月1日現在）】  
保育所利用児童数＝福祉行政報告例（概数）【厚生労働省（平成20年4月1日現在）】  
認可外保育施設、ベビーホテル：厚生労働省保育課調べ  

保育ママ、事業所内保育施設：厚生労働省保育課調べの年齢計の入所児童数を按分した数値  
家庭等：就学前児童数と各施設入所児童数総計との差  
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小学生が学校外で過ごす主な場所等  

○小学生が学校外で過ごす主な場所等については、以下のとおり。  

小学1年  小学2年  小学3年  小学4年  小学5年  小学6年  

資料：各学年別の児童総数：文部科学省「平成20年度学校基本調査速報（平成20年5月1日現在）」（平成20年8月8日）  
学習塾1ならいごとに関する児童の割合：文部科学省「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告」（平成20年8月8日）  
放課後児童クラブ学年別登録児童数：厚生労働省「平成20年5月1日現在 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況について」（平成20年10月16日）  

※注：小学4年における放課後児童クラブ登録児童の割合については、小学4年以上他の登録児童数を小学4年の児童数で除した割合。  
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子育ての負担感  

○ 専業主婦家庭の方が、子育ての負担が大きいと感じる者の割合が高い。  
○ 負担感の内容を見ると、「自由な時間が持てない」「身体の疲れ」「気が休まらない」が上位を占める。  

第ト2－35国 子育ての負担感の状況  

女性の子育ての負担感  
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夫婦で楽しむ  
闇がない   

子育てで  
出＃がかきむ  

離職せなLⅥで  

気桝柁らない   

片親のみ就労等  子育てによる  
身体の疲れ鮒凱ヽ   

自分の自由な  
嘲伊持てない  

（資料）（財）こども未来財団「平成12年度子育てに関する  

意識調査事業調査報告書」（平成13年3月）  
D  lO  20  38  咄  

鮒：畢生労働省博2鞘l楓椚児縦断調査」（2帥2（■閥1車坪酎   
汀：（．）和ま、共働き寄慮の母乳専業某婦の敬構を加重斗明したものである。  
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子育ての孤立感  

○ 子育てに関する孤立感を感じる母親の割合は高い（特に専業主婦）。  

○ 孤立感を解消するために求められているのは、「育児から解放されて気分転換する時間」、「話せる相手」  
「相談できる相手」、「パートナーの子育ての関わり」等が上位を占めている。  

問責封三払出捌榊ナ引こは  

し旨  1り  」しl  乱†  呈しi  11〉  tll）k  

引ヾ小∵′解放芋オしこ■：く凋も藩jてノ時札付一丁しfご  

話しイニいし▲さ；‾吉戸川’て瀾ト：いiしござ   

すり布ここな∴キ」←－′い斗1・・‘ト／工L・ま一．昌、‡．、〉  

Tロー．小：相談て！・て－柑ト川、わげ  

、－トト∵ 小手青て‾t、■ノl牌耶▲し  

辛阻‾瑚ト：】∑．■ノi‾烏山  

′、－卜「－1ヰ音〔■山新さヤナこ空手   

か車・孤独酎・・1l†虹メJ、1潤一∴こ寸り【；ご  

什事十日分否∵二．、ニトノトこ一．さ机ご  

子．トt．適才【．汗≠凋頼，一1・噌ゴ・くノ∴t・   

ヰり．十干レt】連書こ三一門l潤した社・ニラ：－71：れ」一  

口与ゾ、空・うし・JごIF．「子音二．′：1・ミヰ、．し1■ナ」ご  

ナ㌻∵将■キ√・モ帥l帖・しう健矧二：j乙4【Jご  

「1か叫甘l′・√丁半もい1転帰  

l∴↓㍉∵し川、f‡；ご  

H竹廿ほ・ポ斗にけし∵虹再軋   
帖∴訂≠・叫庵よこ▲l・手二1■樟宥丑日  

子育て．何十妙子し▲一再仕組ない＿（親冊‘l啓   

二をイ）しい二′卑‡∴・l－1r一拍．：潮匪紬～L」ご  

子音二州・帆㌣㌧叫凋打十＿雄折項牒   

二、．ト（lし・、－∴一考予ろ・・購掛軸一‾王・二7上れ；，f  

モ∴～池  

札＼：湖・ノ凧■啓子：軒∴・  

触ヱ：タ 孤立船齢監とがあ妙  

i軌  榊，  醐  1帥1 

蛸郵相紬＝拙  

蛸トーート＝n二7漸  

．∴．－’曾二 ・＿  

．た  ・・＿．  

臥「こふる  ロしさり古いミJ   恥主．1トトミ．  ］．町告守・・  

（資料）財団法人こども未来財団「平成18年度 子育てに関する意識調査報告書」（平成19年2月）  
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次世代育成支援に関係する制度の現状  

＿ノ   l・地域子育て支援拠点（4，  
（13，626か所、167万人）   （8，318か所、参加子ども数2，109万人（    ■÷））  

（20．5．1現在）   児童館 4．718  、所（H18．10）   暮  
l＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿  ＿ ■＿ ＿ l＿ － ■l■1．■■ ■■■  

…子慧漂志望交イ 
社会的養護に関する事棄（乳児院121か所甥童養護施      受564か所等）（山9．10．1現在）  

〔  
母子保健   

社会的養護  

標準報酬日額の  

休業取得期間に対して休業前賃金の40％  （19年10月からは50％）が支給  経済的支援  
」  

産手当金  
■ ■l■ こ＝          ； i  

l
■
一
 
 時金    二：二芸芸芸…霊窒器芸芸ミ．「土壌斗＝÷－－－－t  

l日  
ノし  

一  小学校卒業まで  

第1子、第2子月額5，000円、第3子以降月額10，000円  
⊂＝⊃…一般財源化・社会保険卓二  1出産児に対して35万円  

（分娩費用等に充当）  000円）   （3歳未満については第1子から月額10  ※実線は酬魁皇捜剋会鼓  
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各種の子育て支援事業の制度的な位置付け  
○ 市町村による各種の子育て支援事業の実施については、保育のような実施義務はなく、  

な実施に向けた措置の努力義務にとどまっている。  

○ また、市町村に対し、各種の子育て支援事業に関する情報提供、相談 コーディネートの義務が  

かかっている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）  
（市町村の責務）  

第21条の8 市町村は、次条に規定する子育て支援事業に係る福祉サービスその他地域の実情に応じたきめ細かな福祉サービスが  
積極的  れ、保護者が、その児童及び保護者の心身の状況、これらの者の置かれている環境その他の状況l  こ 応じて、当  
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援が総合的に受けられるように、福祉サービスを提供する者又はこれに参画する者の活動  
の他の地域の実情に応じた体制の整備に努めなければならない。  

第21条の9 市町村は、児童の健全な育成に資するため、その区域内において、放課後児童健全育成事業及び子育て短期支援事   

業並びに次に掲げる事業であって主務省令で定めるもの（以下「子育て支援事業」という。）が着実に実施されるよう、必要な措置   

の実施に努めなければならない。  

児童及びその保護者又はそ  業
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養育に関する各般の問題に  

情報提供等）  

第21条の11市町村は、子育て支援事業に閲し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めがあったときは、当該保護者の   
希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容その他の事情を勘案し、当該保護者が最も適切な子育て支援事業   
の利用ができるよう、相談に応じ、必要な助言を行うものとする。  

② 市町村は、前項の助言を受けた保護者から求めがあった場合には、必要に応じて、子育て支援事業の利用についてあつせん又   
は調整を行うとともに、子育て支援事業を行う者に対し、当該保護者の利用の要請を行うものとする。  
③ 市町村は、第一項の情報の提供、相談及び助言並びに前項のあつせん、調整及び要請の事務を当該市町村以外の者に委託   
することができる 

。 ④ 子育て支援事業を行う者は、前二項の規定により行われるあつせん、調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。  
※国会へ再提出予定の「児童福祉法等の一部を改正する法律案」においては、第21条の9について、子育て支援事業の例示に、乳児家庭全戸   

訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業及び一時預かり事業を追加する改正が盛り込まれている。  
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各種の子育て支援事業に対する財政措置  

○ 市町村の各種子育て支援事業に対する財政措置は、主として「次世代育成支援対策交付金」（ソフト交付金） と、「児童育成事業費」により行われている。  
次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）   児童育成事業費   

（1）制度概要  ○ 市町村が地域行動計画に基づき策定した毎年度  ○ 市町村等が行うー定の事業に対し、児童手当制  
の事業計画に対し、一定の算定基準に基づいた額  度における事業主拠出金を財源として、とに  
を国が補助するもの。  定められた一定額を国が補助するもの。  
○具体的には、事業量と児童人口等により、各年度  

※児童手当の支給に支障がない範囲内において  

の国庫予算額を配分。  
※事業毎に一 定額が補助される仕組みではない。  

実施。   

（2）対象事業   ・乳児全戸家庭訪問事業   ・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  

・養育支援家庭訪問事業   ・病児・病後児保育事業  

・ファミリー・サポートセンター事業   ・家庭的保育事業  

・子育て短期支援事業（シ］一トスティートワイライトステイ）   認可化移行促進事業  

・延長保育促進事業   ・休日・夜間保育事業  

一 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業   ・特定保育事業  

・地域における仕事と生活の調和推進事業   ・一時保育（一時預かり）事業  

・へき地保育所事業   ・地域子育て支援拠点事業  

・家庭支援推進保育事業   ・民間児童館活動事業  

・その他事業（※地域の創意工夫を活かした事業）   等   

（3）財源   国1／2、市町村1／2   事業主1／3、都道府県1／3、市町村1／3   

7   



（参考）他の社会保障制度における市町村事業の仕組み  

介護保険制度   障害者自立支援法   次世代育成支援  

〔地域支援事業〕   〔地域生活支援事業〕   〔次世代育成支援対策交付金〕  

（事業内容）   （事業内容）   （事業内容）  

市町村において実施する以下の事業   市町村において実施する以下の事業   市町村において実施する以下の事業  
1．必須事業   1．必須事業   （※必須事業 
①介護予防事業   ①相談支援事業  

はなく、すべて任意。）  

②包括的支援事業（介護予防ケアマネジ  ②コミュニケーション支援事業  ・乳児全戸家庭訪問事業  

メント事業、総合相談支援業務、権利擁護   ③日常生活用具給付等事業   ・養育支援家庭訪問事業  
業務、包括的・継続的ケアマネジメント業  
務）  

④移動支援事業   ■ ファミリー・サポートセンター事業  

2，任意事業  
⑤地域活動支援センター機能強化事業  ・子育て短期支援事業（シ］一トステイ・  

①介護給付責等費用適正化事業   2．任意事業  
トワイライトステイ）  

②家族介護支援事業  福祉ホーム事業などのメニュー事業のほ  ・延長保育促進事業  等  

（認その他の事業（ か、各自治体の創意工夫による事業実施  
が可能）  

・その他事業（ 
工夫による事業実施  が可能。   工夫による事業実施が可能∩）  

（財政支援・財源構成）  

（財政支援・財源構成）  
（財政支援・財源構成）  

地域生活支援事業の実施に必要な費用  市町村が地域行動計画に基づき策  
地域支援事業の実施に必要な費用につい                について、一定の算定基準に基づいた額   

て、上限額（ 
定した毎年度の事業計画に対し、一定  

※）の範囲内において、以下の  
。   の算定基準に基づいた額を匡が補助  

財源構成により、関係者が負担。  
具体的には、事業実 績と人口による基準  するもの。  

※当該市町村の介護給付費の3％以内   により、各年度の国庫予算額を配分  具体的には、事業量と児童人口等に  

L「、二査恵麦飯象二二」  一緒的支援事業・任意事  より、各年度の国庫予算額を配分。  

【財源構成】  【財源構成】  （国：り2、都道府県：1／4、市町村：1／4）  ※ 事業毎に一定額が補助される仕  
組みではない。  

※なお、市町村による事業のほか、  （国：1／2、市町村：1／2）   、アう丁†ラき  市町村  20一 市町・5 2．5％  都道府県による事業（専門性の高い  

※「1号」‥・65歳以上の保険料  

※「2号」‥・40～64歳の保険料  
や研修事業等）あり。  
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各種子育て支援事業の取組の現状  
《事 業 内 容》  《19年度実績》  《地域における箇所数》  

生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援  

に関する情報提供や養育環境等の把握を行うもの。  
全市区町村の  
58．2％  1，063市区町村 （平成19年度交付決定へ小一ス）   訪

 
問
 
支
 
援
 
 

養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や  

技術指導等を行うもの。  

全市区町村の  
42．9％  784市区町村 （平成19年度交付決定へ”－ス）  

1小学校区当たり   

0．20か所  

親
や
子
の
集
う
場
 
 

地域において子育て親子の交流の促進、子育て等に関する相談・  

援助等を行うもの。  4，409か所 （平成19年度交付決定へ、、－ス）   

4，718か所  
（公営3，125か所、   
民営1，593か所）  

（平成18年10月現在）  

児童に対する遊びを通じた集団的・個別的指導、放課後児童の育  

成・指導、母親クラブ等の地域組織活動の育成、年長児童の育  

成・指導、子育て家庭への相談等。  

1小学校区当たり   

0．21か所  

1小学校区当たり   

0．32か所  

保護者の疾病、育児等に伴う心理的・肉体的負担の解消等による  

緊急・一時的な保育サービスを提供するもの。  

一 時 預 か り  

（一時保育）事業  

7，214か所  
（平成19年度交付決定ヘーース）  

短 期 入 所  
生 活 援 助  
（ショートステイ）  

事  業  

保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の  

養育が困難となった場合等に、児童養護施設など保護を適切に行うこと  

ができる施設において養育・保護を行う（原則として7日以内）。  

1市区町村当たり   

0．32か所  
584か所  

（平成19年度交付決定へ小一ス）  

保護者が、仕事その他の理由により、平日の夜間又は休日に不在となり  
児童の養育が困難となった場合等の緊急の場合に、児童養護施設など  

保護を適切に行うことができる施設において児童を預かるもの。宿泊可。  

夜間養護等  
（トワイライトステイ）  

事  業  

1市区町村当たり   

0．16か所  
301か所  

（平成19年度交付決定へ小一ス）  

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（利用会員）と、  

援助を行うことを希望する者（提供会員）との相互援助活動に関す  

る連絡・調整を実施するもの。  

フ ァ ミリ ー・  

サ ポ ー  ト・  

セ ンタ ー事業  

1市区町村当たり   

0．30か所  

540か所  
（平成19年度交付決定へ、、－ス）  

注：市区町村の総数は1，827（平成19年4月1日現在）。小学校区としての国公立小学校数は2乙270（文部科学省「平成20年度学校基本調査（速報）」（平成20年5月1日現在）。  
9   



各種の子育て支援事業の都道府県別・取組状況①  
（平成19年度「生後4か月までの全戸訪問事業」及び「育児支援家庭訪問事業」）  

生後4か月までの全戸訪問事業  

（こんにちは赤ちやん事業）  

生後4か月までの全戸訪問事業   

（こんにちは赤ちやん事業）  
育児支援家庭訪問事業  育児支援家庭訪問事業  

実施市区町村数  ノ女権 実施市区町村数  J実施率  実施市区町村数  庚施 実施市区町村数  庚施動 l   

北 海 道   103   70   ／38．9％て  滋 賀 県   18   13   J50．0％ て   

青 森 県   19   ∫ 47．5％ ミ   ∫ 27．5％＼  京 都 府   16   ／61．5％   14   ∫ 53．8％   

岩 手 県   30   85．7％   20   57．1％  大 阪 府   18   J 41．9％   31   f 72．1％   

31   28   23   宮 城 県   35   97．2％  86．1％  兵 庫 県  68．3％  ～ 56．1％   

15   秋 田 県   13   4   16．0％  奈 良 県   16   41．0％  38．5％   

10   6   山 形 県   28   20   57．1％  和 歌 山 県  33．3％  20．0％   

福 島 県   26   43．3％   14   23．3％   鳥 取 県   15   78．9％   3   15．8％   

茨 城 県   24   54．5％   20   45．5％   島 根 県   17   81．0％   52．4％   

16   栃 木 県   18   58．1％   17   54．8％   岡 山 ′県   17   63．0％  59．3％   

群 馬 県   26   68．4％   15   39．5％   広 島 県   18   78．3％   47，89も   

10   埼 玉 県   27   38．69も   25   35．79も   山 口 県   14   63．6％  45．5％   

9   千 葉 県   27   48．2％   15   26．8％   絶 島 県   12   50■0％  37．5％   

10   6   東 京 都   27   43．5％   42   67．7％   替 川 県  58．8％  35．3％   

神 奈 川 県   12   36．4％   15   45．5％   媛 県   7   35．0％   5   25．0％   

新 潟 県   25   71．4％   16   45．7％   高 知 県   19   54．3％   31．4％   

富 山 県   73．3％   4   26．7％   福 岡 県   31   4了．0％   31   47．0％   

石 川 県   19   100．0％   19   100．0％  佐 賀 県   19   82．6％   8   34．8％   

福 井 県   14   82．4％   6   35．3％  長 崎 県   21   91．3％   16   69．6％   

山 梨 県   20   71．4％   19   67．9％  熊 本 県   29   60．4％   13   27．1％   

長 野 県   47   58．0％   28   34．6％  大 分 県   61．1％   9   

岐 阜 県   21   50．0％   15   35．7％  宮 崎 県   10   5   

静 岡 県   30   18   ミ 42．9％  鹿 児 島 県   23   10   ミ 20．4％   

愛 知 県   29   35   33   ミ 80．5％ ∫   1了   ㌧ 41．5％ J   

三 重 県   20   12   1，063   158．2％ ノ   784   142．9％ ノ   

平 成18年度  
■●▼■  

451   24．6％ノ   

※ 各都道府県には政令指定都市・中核市を含む。  

※ 平成19年度次世代育成支援対策交付金交付決定べ一ス  

了0   



各種の子育て支援事業の都道府県別・取組状況②  

（一時預かり）  

実施割合（％）  

北青 岩宮 秋山 福茨栃群 埼千 乗神 新富 石福 山長岐静 愛三滋 京大兵奈 和  
海森 手城 田 形 島城木 馬 玉葉 京奈 潟山 川 井 梨野阜間 知 重 賀 都阪庫 良 歌  
道 県 県 県 県 県 県 県 県 県 県 県 都川 県 県 県 県 県県 県 県 県 県 県 府府 県 県 山  

岡
山
県
 
 

島
根
県
 
 

鳥
取
県
 
 

沖
縄
県
 
 

鹿
児
島
県
 
 

宮
崎
県
 
 

大
分
県
 
 

熊
本
県
 
 

長
崎
県
 
 

佐
賀
県
 
 

福
岡
県
 
 

高
知
県
 
 

愛
媛
県
 
 

香
川
県
 
 

徳
島
県
 
 

山
口
県
 
 

広
島
県
 
 
 

県  県  
＊1実施割合は、一時保育実施保育所数（総数）に占める各都道府県の一時保育実施保育所数の割合である。（平成19年度交付決定ベース）  
＊2 都道府県の実施割合は、その区域内の政令指定都市、中核市に係る実施割合を含んだものである。  
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各種の子育て支援事業の都道府県別・取組状況③  

（地域子育て支援拠点事業）  

国
利
 
 

咲
璧
東
 
 

壁
亜
壁
嘩
 
 

吐
磐
触
 
 

離
京
¶
ぺ
 
 

亜
密
昔
 
 

咲
聾
唖
 
 

亜
耕
世
 
 

吐
匪
帽
什
 
 

吐
［
肌
1
U
河
 
 

咲
璽
側
 
 

壁
≡
胸
 
 

壁
亜
趣
 
 

味
□
∃
 
 

咲
亜
噴
 
 

咲
∃
匪
 
 

咲
空
亜
 
 

吐
踏
腫
 
 

咲
∃
裔
岸
 
 

壁
咄
郁
 
 

咲
世
哩
 
 

僅
崖
《
 
 

僅
靂
屈
 
 

咲
解
凍
 
 

吐
嘲
〓
 
 

咲
扇
剰
 
 

吐
匿
癒
 
 

咲
叫
彗
 
 

亜
鉛
雌
 
 

咲
献
∃
 
 

咲
♯
煙
 
 

咲
≡
旧
 
 

邸
∃
細
 
 

咲
喋
巌
 
 

咲
≡
猷
草
 
 

遠
軽
麻
 
 

吐
漸
↑
 
 

吐
出
磐
 
 

喋
蝶
砧
 
 

吐
米
蜜
 
 

咲
彗
楢
 
 

咲
亜
煙
 
 

咲
茫
∃
 
 

咲
田
藩
 
 

邸
繋
加
 
 

味
叶
加
 
 

味
横
瀬
 
 

哨
購
害
 
 

※各都道府県の乳幼児人口（0～4歳）については平成17年国政調査による。  
※地域子育て支援拠点箇所数については、平成19年度交付決定ベース。  
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